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経済グローバル化の中で、企業は競争力強化のため、国際的なサプライチェーンの効率化に努めているところですが、輸出入・港湾手続きの電子化と関係諸制度の整備による手続の迅速化と効率化、各企業の電子情報システムとの一体化が効率的なグローバル・オペレーションを実現する鍵になると考えられます。
かかる状況から、本委員会では昨年度に、貿易手続の電子化に関するわが国企業の実状とわが国政府の取組み、海外の取組み、就中、既に先進的な貿易手続システムを稼動させているアジア諸国の取組み、G7、国連海事機構IMO（International Maritime Organization）等国際的な枠組みでの取組みについて調査し、報告書に取り纏めましたが、その後本年に至る一年の間にも、国内外において貿易手続制度と電子化を巡って大きな動きが見られました。
すなわち、わが国政府では、平成15年度の出来るだけ早い時期での運用を目指して輸出入・港湾手続のシングルウィンドウ化が進められ、他方、海外に目を転じますとアジア諸国ではその先進性をさらに一段と高めるべく貿易手続システムの開発が進められています。しかしながら、海外の動きで最も特筆すべきものは、米国のテロ対策としてのサプライチェーン・セキュリティ・プログラムの導入です。この米国の動きに呼応して欧州共同体（EU）、世界税関機構WCO（World Customs Organization）でもセキュリティプログラム案を発表しておりますが、これらセキュリティ・プログラムに共通するのは、マニフェスト情報を電子的に事前申告することを義務付けるとともに、関係当局において情報の共有と相互利用を図り、サプライチェーンの効率化とセキュリティ強化の同時達成を実現しようとしていることにあります。

当組合国際電子商取引円滑化委員会では、これら一連の動きについて情報収集・調査を行って検討するとともに、わが国政府及び米国政府に対してパブリックコメントの提出等を通じて意見提言を行ってまいりました。本報告書は本委員会のかかる活動を取り纏めたものであり、皆様の業務のご参考として活用いただければ幸甚に存じます。
２００３年６月

日本機械輸出組合

専務理事　森本　修
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要　約

第一部は、貿易手続電子化に関するわが国政府の取組みを取り纏めた。第一章では、昨年から進められている輸出入・港湾手続のシングルウィンドウシステムの進捗状況について、公開資料を基に取り纏めた。同シングルウィンドウシステムは、NACCS、港湾EDI、乗員上陸許可支援システム等の各システムを相互接続、連携し、一回の入力・送信で関係府省に対する全ての必要な輸出入・港湾関連手続が行なえるとされているものの、問題点として①港湾EDIからログインして行なえる業務とNACCSからログインして行なえる業務に差異があること、②既存の手続を足し合わせて電子化されていることから入力項目数が増えていること、③なお利用料金を課されることから、文書による輸出入・港湾手続は無料で行なえる反面、電子的に手続を行なうと料金がかかるという仕組みになっていること、④依然として電子化されない手続が残ることを指摘した。今後の課題として、①行政手続の簡素化の実現、②府省間でマニフェスト等の情報の共有と相互利用を可能にする仕組み作り、③シングルウィンドウ化の対象となる業務の定期的な見直し等を指摘した。

第二章では、国土交通省が進める港湾物流情報プラットフォームを取上げた。港湾物流情報プラットフォームとは、「全員参加」とそれを実現する「低コスト」、「高効率」、「高い信頼性」を基本コンセプトに、国際海上コンテナ輸送に係わる全ての民間事業者主体が、遅延なく共有すべき情報を電子的にやり取りできるようにするものである。プラットフォーム構築のアプローチとして、既存のネットワークを活用し、それぞれのネットワークを繋ぐ共通の標準メッセージMIG（Message Implementation Guideline）決めるという、既存ネットワークの利用者の合意が得られ易い現実的な考え方が採用されている。今後の取組みとして、①全員参加を実現するための電子化促進支援の取組み、②標準的な業務プロセスの共有化と標準メッセージの開発、③既存のシステムでカバーされていない業務のシステム化が挙げられている。

第三章では、貿易円滑化に向けた経済産業省の取組みを紹介している。ここで紹介されている経済産業省の取組みは、大きく、TEDIに関する支援と国際会議等の枠組みにおける取組みに分けられる。TEDIに関する支援については、NACCS等国内の行政手続システムとの連携支援、e－マーケットプレイス等B２Bシステムとの連携支援、アジア各国等の行政手続システムとの連携等TEDIの共通基盤化に向けた支援の内容と成果（韓国・現代自動車向け輸出におけるTEDI利用）が報告され、国際会議等の枠組みにおける取組みについては、APEC貿易円滑化行動計画と貿易円滑化具体的措置リストに基くTEDI等の共通フレームワーク採用等の提案、CSI・24時間ルールへの対応、FAL条約（Convention on facilitation of International Maritime Traffic）への対応が紹介されている。

第二部では、貿易手続電子化についての国際動向を取り纏めている。第四章では、米国の一連のコンテナセキュリティ･プログラム（C-TPAT、CSI、24時間ルール）の概要を取り纏めた。第五章では、コンテナセキュリティ・プログラムの運用基盤となる1993年税関近代化法と新貿易手続システムACE／ITDSを紹介し、米国の推し進める税関近代化プログラムはセキュリティ強化と同時に物流の大幅な効率化をもたらし、セキュリティと効率化が同時に達成される可能性を有していることを報告した。第六章では、EU（欧州共同体）の事前申告ルールと貿易手続電子化案、WCO（世界税関機構）による貿易円滑化とセキュリティ両立に関するガイディング・プリンシプル案を紹介し、貿易円滑化とサプライチェーンセキュリティの両立を目的として米国、EU、WCOに共通するのは、①事前申告、②電子申告、③オーソライズドトレーダー、④申告情報の共有であることを紹介した。

第七章では、国連海事機構IMO（International Maritime Organization）のFAL条約の最近の検討状況と荷主にとっての意味を紹介した。昨年度の本委員会ではFAL条約等国際的な標準に沿ったわが国貿易手続制度の簡素化を提言したが、最近では、わが国のFAL条約批准を求める貿易業界の声が高まってきていることからあらためて取上げ、最近のFAL委員会でも、貿易の円滑化とセキュリティの両立がテーマとなり、ITを利用した手続の簡素化と標準化、シングルウィンドウコンセプトに基く電子申告、行政情報の共有について検討されていることを紹介した。

第八章では、韓国、中国、台湾の電子通関システムと通関制度の実態調査について取り纏めた。韓国では、通関システムKT-NETと物流システムKL-NETの相互接続によるワンストップ化を実現しており、原産地証明を除く全ての書類を電子的に提出することが義務付けられている。また併せて制度改革が行なわれ、入出港に関する申請書類を75種類から19種類まで削減している。中国ではWTO加盟によって通関制度が顕著に変化しつつあり、電子データを法的に認めるための法制化が2004年に完了した段階で完全電子化する予定であり、輸出許可のみならず原産地証明、決裁までをも含めたシステムを稼動させる予定になっている。台湾では、通関からグローバルロジスティクスまで幅広く包含するTRADE-VANを稼動させているが、2005年を目途にシームレス通関と貿易の簡素化を実現させるワンストップサービスを実現させるべく取り組んでいる

第九章では貿易手続制度と電子化から話題を変え、中国のIT産業及びIT市場の状況について取り纏めた。第八章で報告したように、中国では2004年から貿易手続電子システムが稼動することになっているが、効率化された貿易手続の背後に存在する巨大な市場の動向について参考情報として取り纏めた。

第三部は、上記の検討の取り纏めを行なっている。

第十章では、第五章－六章で取り纏めた欧米での税関近代化の動向、第八章で取り纏めたアジアの電子化動向から、2004－2007年の間に貿易手続の枠組み及び電子化が新たな段階に達する可能性があることを紹介し、事前申告、シングルウィンドウコンセプトによる電子申告、オーソライズドトレーダー制、情報の共有と相互利用によって実現すると想定される貿易の流れを紹介した。

第十一章では、本委員会での検討の纏めと提言に代えて、わが国政府の「電子政府構築計画（案）」に対して提出した本委員会のパブリックコメントを掲載した。同コメントでは、あり得べき貿易手続の電子化実現のため、①全体最適なグランドデザイン策定の必要性を唱え、それを満たすための要件として、②貿易手続の簡素化、③情報共有化によるワンストップ化の実現、④完全ペーパーレス化、⑤コストの低廉化、⑥インターネットを基本としたオープン・ネットワーク化と国際標準フォーマットへの対応、⑦国際動向と技術革新への対応を要望・提言した。






